
公的研究費配分の現状と課題 早稲田大学 理工学術院 竹内 淳

・「科学研究費は私立大学軽視だ」 朝日新聞「論壇」2000年12月5日朝刊

・私学高等教育研究所(主幹 喜多村和之先生）公開研究会（2001/7/17）
佐藤禎一氏 日本学術振興会理事長・前文部事務次官
竹内 淳

・「大学の科学研究費の官民格差」科学（岩波書店） 2001年 6月号 p.832 

・「大学の公的研究費の日米構造比較」科学（岩波書店） 2003年 2月号 p.137 

1985年3月 阪大大学院基礎工学研究科修士修了.
1985年4月 富士通研究所入社.
1985年12月-'86年11月 電子技術総合研究所に滞在.
1992年 博士号取得（理学, 阪大）.
1992年9月-‘93年9月 マックスプランク固体研究所 (独) 客員研究員.
1996年4月-‘97年3月 フェムト秒テクノロジー研究機構研究員（出向）.
1997年3月 富士通研究所退職.
1997年4月 早稲田大学理工学部 助教授.
2002年4月 同 教授.

・「転換を要する大学の研究政策－国立への重点配分解消を」
日本経済新聞 2003年7月5日 朝刊



・研究費配分の論点

真に開かれた審査制度（新規参入可能な）であるべき

公的研究費の配分は、研究だけでなく、
日本全体の（長期的）人材育成、インフラ整備の問題である

・研究費配分の課題 －特に、NSF,NIHのシステムとの比較において

客観性・公正さの不備

PD,審査員の多様性の確保

マスキング評価の導入

利害関係者の排除

日本の戦略・資源配分の視点の欠落

研究計画（期待される成果）を評価すべき、業績や所属機関による
評価は望ましくない。 マスキング評価の導入・・・

米国には戦略性があるが、日本は原始資本主義のままで良いのか



今、大学で何が起こっているか？

大学の役割分担

研究を中心とする大学

教育を中心とする大学

２１世紀ＣＯＥ

競争的施策

研究業績を個人評価に反映

「大学の構造改革の方針」（文科省, 2001年度）

「競争的研究資金制度改革について」
(総合科学技術会議, 2003年4月)



大阪大学の近況

急きょ、遠山大臣は、文部科学省としての「国立大学の構造改革の方針」（いわ
ゆる「遠山プラン」）というものを提示して、経済財政諮問会議でヒアリングを
受け、そういう形で進むということになり、新聞等でも報道されました。
ここで、その内容をもう一度申し上げますと、
第一は、国立大学の再編・統合を大胆に進めるということでありまして、現在、
９９ある国立大学を約６０ぐらいに減らすということ、・・・

第二は、国立大学に民間的発想の経営手法を導入する。・・・

第三は、大学に第三者評価による競争原理を導入する。現在、国立大学９９，公
私立大学が約５００ありまして、全体を６００とすると、その５％、トップ３０
の国公私立大学を重点的に国が支援するという方針を出しました。
僕は、いつも言ってるんですけれども、大学は全部同じではない。大学院に中
心を置いた研究型大学と、教養教育に重点を置いたカレッジと、そういうすみ分
けがやっぱり必要であって、

2001年6月
大阪大学総長 岸本忠三

危険性：公正な審査でなければ、既得権益の保護になり、

新規参入を阻害する



研究費のほとんどを費やす実験研究とは？



実験研究での研究成果の生産性 → ある種の装置依存産業

研究成果(論文数etc.) ＝研究者の質 x人数 x研究資金

カリフォルニア大サンタバーバラ校Ａ教授

Xxx, A(連名者)

Yyy, A(連名者)

Zzz, A(連名者)

一式 2千万円のレーザー光源

当研究室

１台

この設備投資ができれば、新しい
論文が書けるが、できなければ、
新しい成果は生まれない。

７台

７台のレーザーがあるので、
７倍の生産性を持つ

つまり、研究費が多いほど
研究成果は多くなる。



設備費を
越えないと
成果が出ない

マンパワーの
限界を越えると
研究費が無駄になる

研究の効率性

研
究
成
果
（
論
文
数
）

研究費/研究室

研
究
成
果
（
論
文
数
）

研究費/研究室

理 想

すべての大学がこの
範囲に分布すると
最も効率が良い

では研究費は多い方がよいか？ 研究者:Yes!

研
究
成
果
（
論
文
数
）

現 実 （？）

旧帝大

地方国立
＋私立大

研究費/研究室

しかし、国にとっては?



研究費配分の現状

研究成果（論文数）と人的分布の関係



医学・生物
４６％

理工
４１％

文 １２％
平成18年度科学研究費補助金 配分状況
－研究分野別の配分額（直接経費）－



論文数：根岸ら，学術月報 53 (2000) 258.

科研費：2001年

「大学の科学研究費の官民格差－日本の科学界のレベルアップのための構造的課題」竹内淳, 科学(岩波書店)2001年6月号 p.832.

研究費と研究成果には
比例関係がある

研究から見た日本の大学 研究費 vs 研究成果（論文数）
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旧帝大が主要な
研究機関である



日本の主要国立大は、すでに世界の一流大学である

小間篤「発表論文数から見た日本の大学の実力」
科学（岩波） Vol.70, No.9, p.705 (2000)



米国連邦政府による研究費 (1999年)

1ドル＝120円で計算

米国
多額の研究費が多数の大学に
100億円以上の研究費が
60校以上に
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日本の公的研究費 (2006年:推計値)

日米の大学別の公的研究費の比較

「大学の公的研究費の日米構造比較」竹内淳, 科学（岩波書店） 2003年 2月号 p.137 

少数の大学の重点化では限界
面積を大きくする必要あり

日本 主要国立大に集中
100億円以上(世界一線級)は7校
上位13大学で７割の研究費
それ以外は貧しい

米国データは、NSF Science and Engineering Indicators 2002 による。
米国の公的研究費に州政府の研究費を加えると、この図の1.1倍になる。

日本の公的研究費は、東大と京大の「産学連携等研究収入及び寄付金収入等」と、「2006年科研費交付額」の比から推計

大学の順位（校）

研
究
費
（
億
円
）

グローバルCOE（400億）などの
単純な競争的施策は、
傾斜を強めるだけ

人材分布や研究効率を考えると、
効率的な資金配分に反する

旧帝大はすでに世界一線級なので、
30億円を越える大学を増やすべき



私大 8校 私大 2校



研究大学の経済

・日本の私立大にアメリカ並みの公的研究費を配分すると、アメリカ型研究大学に拮抗

早大
2000年度
収入

MIT
2000年収入
（1ドル＝130円）

学費収入

科研費 8億円
他公的 7億円

計15億円

研究費（キャンパス）
3．80億ドル
この7割が公的研究費として

2.7億ドル＝360億円

研究費（リンカーン研究所：海軍）
3．48億ドル

0

500

1000

1500

2000

2500

（億円）

13．3億ドル
1.59億ドル

運営費

487億円

728億円

・早大の公的研究費は世界の一線級の研究大学に比べてけた違いに少ない.

開かれた公正な審査制度が必要



論文数 1981年－1997年
根岸正光ら「研究評価」丸善による.

国立大

公立大

私立大

71.6%

20.5%
5.8%

平成12年度(2000年度) 科学研究費補助金

国立大の学生数は、
私立大の1/3にすぎないが、
5.2倍の科研費をもらって、
3.5倍の論文を出した。

41%

7%

52%

23%

4%

73%
198万人

62万人

7万7千人

6万人

私立大学

教員数

学生数 国立大学

平成11年度 学生数・教員数

1 : 5.2

1 : 3.5

3 : 1



論文数 1981年－1997年
根岸正光ら「研究評価」丸善による.

国立大

公立大

私立大

71.6%

20.5%
5.8%

1 : 5.2

1 : 3.5

2 : 1

平成12年度(2000年度) 科学研究費補助金 平成16年度 理工系４年制大学学生数

国立大の
理・工学部の学生数は、
私立大の半分にすぎないが、
5.2倍の科研費をもらって、
3.5倍の論文を出した。



各項目間の比率の整合性

----------------------------------------------------------

私立大 国立大

教員数 1.2 1.0

学生数 3.2       1.0

科研費 1.0    5.2

論文数 1.0       3.5 （根岸正光ら「研究評価」丸善による）

----------------------------------------------------------

表１．各項目の構成比. 私立大を１とした。

日本の学界の現状認識

・科学研究費の配分額でも、また、論文数でも国立大が中心

・日本国内の人的資源の配分比と著しくアンバランス

・私大は論文数あたりの科研費が少ない



公正？ ゲリマンダー？ 永遠の輪廻？ ー 業績中心の審査の場合

業績至上主義の審査では、新規参入は不可能

研究成果をもとに審査し
研究費を配分

研究費をもとに
研究成果を創出

研究成果をもとに審査し
研究費を配分

研究費をもとに
研究成果を創出

研究費をもとに
研究成果を創出

研究成果をもとに審査し
研究費を配分

1 1 1

私立大学

研究成果をもとに審査し
研究費を配分

研究費をもとに
研究成果を創出

研究成果をもとに審査し
研究費を配分

研究費をもとに
研究成果を創出

研究費をもとに
研究成果を創出

研究成果をもとに審査し
研究費を配分

5 5 5

国立大学

3.5 3.5 3.5

1 1 1

研究費

研究費

論文数

論文数



審査制度の課題

利害関係者の排除

審査員の多様性



－NSFに見る審査員の選別規準－

・審査員選定にあたって利害関係上注意すべきこと

・同じ研究機関（大学）の研究者を除く．

・過去4年間の論文の共著者を除く．

・博士号、あるいはポスドク時の指導者を除く．

・審査員のバランスに配慮すること．

新人や、マイノリティ、女性、身体の不自由な方、小さな
大学の研究者や産業界出身の審査員を含むべき。

*NIHの規定も同様の利害関係者排除の原則があり、また、性別や民族性、
それに審査員の地理的な分布の多様性が配慮されるよう要求している。

日本の審査システム：
「利害関係者の排除」,「多様性の確保」の概念の欠落



競争的研究資金の審査システム（ピアレビュー）における多様性の重要性

多様性 ＝ 民主主義の基本概念

・多様な視点からの複眼的な審査を可能にする

・特定グループによる私物化を防ぐ

・全米の研究者に公正な審査を通じた資金配分を行うことによって
全体の研究能力の向上に貢献

・多額の研究費を獲得している大学の研究者だけでなく
少額しか研究費を得ていない大学の研究員も審査委員に入れる

・審査員の所属機関の全米での地理的バランスや、
年齢、性別などのバランスを考慮



審査員の比較

NIH 約２０名 ある審査分野（１８名）の内訳
教 授 ７名

準教授 ６名
助教授 ２名
その他 ３名
内 女性３名

年齢、性別等の多様性

１件あたり、３人で審査， 一人あたり20件



審査員は、二段階の階層構造

一次審査員 国立大 83％ 私立大 13％

二次審査員 国立大 91％（旧帝大と東工大76%+その他の国立大15％）

私立大 6％

女性 数％？

科研費 ６－３人 ほぼ100％教授 平均年齢50代
一人あたり200-300件の審査

審査員の最多数を

占めるグループ

審査体制の構造的欠陥

科研費の最大の

受益者グループ
＝



科研費第二段審査員

「私立大にも開かれている」というが、非関税障壁では？



学術システム研究センター 多様性はどこに？





第1回 日本学術振興会賞受賞者一覧

○人文・社会科学系
勝又 直也 京都大学大学院
黒崎 卓 一橋大学
多賀 厳太郎 東京大学大学院
竹谷 悦子 筑波大学大学院
村上 郁也 日本電信電話(株)
渡辺 靖 慶應義塾大学

○理工系
青木 慎也 筑波大学大学院
石原 一彰 名古屋大学大学院
大野 裕三 東北大学
加藤 隆史 東京大学大学院
香取 秀俊 東京大学大学院
小林 修 東京大学大学院
鈴木 俊法 理化学研究所
武井(小屋口)康子 東京大学
幅﨑 浩樹 北海道大学大学院
藤澤 利正 日本電信電話(株)
望月 新一 京都大学

○生物系
赤司 浩一 九州大学病院
上村 匡 京都大学大学院
熊ノ郷 淳 大阪大学
小林 達彦 筑波大学大学院
高柳 広 東京医科歯科大学大学院
中山 敬一 九州大学
長谷部 光泰 自然科学研究機構
渡邊 直樹 京都大学大学院

第2回（平成17年度）日本学術振興会賞受賞者一覧

○人文・社会科学系
秋山 聰（42歳） 東京学芸大学
友永 雅己（41歳） 京都大学
西田 眞也（42歳） 日本電信電話株式会社
星（濱田）泉 (37歳） 東京外国語大学
松井 彰彦（42歳） 東京大学
森山 幹弘（44歳） 南山大学

○理工系
安藤 陽一（40歳） (財)電力中央研究所
今堀 博（43歳） 京都大学
陰山 聡（39歳） (独)海洋研究開発機構
越塚 誠一（43歳） 東京大学
兒玉 了祐（43歳） 大阪大学
田原 太平（43歳） (独)理化学研究所
中島 啓（42歳） 京都大学
馬場 俊彦（42歳） 横浜国立大学
松岡 聡（42歳） 東京工業大学
横尾 真（43歳） 九州大学

○生物系
天谷 雅行（44歳） 慶應義塾大学
五十嵐 和彦（42歳） 東北大学
武田 重信（42歳） 東京大学
立花 宏文（40歳） 九州大学
野地 博行（35歳） 大阪大学
馬 建鋒（41歳） 岡山大学
山崎 健二（44歳） 東京女子医科大学
渡邊 嘉典（43歳） 東京大学



審査員の最大多数グループと、採択者（受益者）のグループは同じ



研究費の集中は何故起こるか？

・どの省庁の競争的研究資金の
審査システムも類似.

・審査員の重複をチェックできない.

・研究費の重複をチェックできない.

・審査員と採択者が同一グループである
ため、小さなクローズドサークルを作る.

文科省 経産省 総務省

研究費

研究成果

審査員

・審査員の重複を禁止
・研究費の重複をチェックするデータベース
・審査員の多様性と数を増やす

主要国立大, 
50代，(男性)

－対策－

研究代表



競争的研究資金の制度改革

内閣府編（平成16年）



一人あたりの科研費の審査件数が過剰

一人あたり 200-300件

国立大 （北→南）

公立大 （北→南）

私立大 （北→南）

私立大の審査の際には、疲労等により、
精査できなくなる

対策
・所属情報を伏せたマスキング評価
・審査件数を、ＮＩＨなみの20件程度に
・審査員数を、数倍の規模に増やす

審査員数が少ないことの弊害 利害関係者の関与、専門分野がわからない、
インナーサークルの形成が容易



米国 ＮＳＦのメリット評価制度



何を評価すべきか？

○ 研究計画：この研究によって、何が生み出されるか？

× 過去の業績

・知的メリット

・波及効果

メリット評価

研究費の交付は、
教育効果 や インフラ整備の意味も持つ。

すなわち、直接的な研究成果のためだけでなく、
人材育成（教育）や拠点形成のための資源配分でもある。

→ 日本の科研費などに欠落した概念



多様性の現状分析

ＮＳＦでは、何故、多様性を重視するか（もう一つの理由）

2000年の理工系学部のシニアメンバーの構成を調べると

女性 12.5%, 同年の理工系ドクター取得者は36%

フルプロフェッサーの94%は、ホワイト

フルプロフェッサーの90%は、男性 など

将来の人口予測にもとづく戦略

日本では、
すでに過半数を占める私大の活性化を、まだ行っていない

しかし、現在のマイノリティは、2050年以降に、多数派になるだろう
多くの大都市、ハワイ、ニューメキシコでは、すでに多数派であり、

今後の50年間に起こる人口のシフトは、政治的経済的変革を引き起こす



審査の公正さを向上させるための対策

・研究計画（成果）を評価する

・利害関係者を排除する

・審査員の多様性を確保する

・他省庁の審査員の重複を禁止

・研究費の重複をチェックするデータベースの構築

・審査員の数を増やす

・マスキング評価の導入



具体例



利害関係者排除の規定は、記載されたが、まだ、不十分

同一大学（米国）

ドクター論文、ポスドク時の指導者（米国）

科研費の場合



審査委員の選考

候補者の選考において、選考の条件および配慮事項としている事項は次の通りです。
A.共通事項

(3) 精力的に研究活動に従事している者であれば、年齢は問わないものとするが、
選考する審査委員の年齢構成を考慮しつつ、若手研究者の積極的登用に配
慮すること。

(4) 相当数の女性研究者を加えることに配慮すること。

(5) 公私立大学、独立行政法人、民間企業等の研究者の選考にも配慮すること。

科学研究費補助金の審査について（日本学術振興会）

多様性の概念は導入されたが、実態はまだまだ不十分

教員数比、学生数比から考えて、審査員の半分は、私立大にすべき



図１ SCOPE若手先端ＩＴ研究者育成型の応募課題の専門評価結果におけ
る二つの所属機関グループの課題数に対する順位10位内の課題数の割合。
研究者情報を伏せた評価を行った平成16, 17年度で、(a)は減少し、(b)は
増加した。

「情報通信分野における競争的研究資金制度とシステム改革」
廣本宣久、東倉洋一，電子情報通信学会誌 Vol. 89, p.524 (2006).

マスキング評価の導入

所属によるハロー効果が存在する



・科研費申請書の、氏名、所属は、審査ではマスクする.
若手研究から、始める

・科学技術振興機構の申請書
では、学歴や研究歴があるが、
不要では？



科学技術振興機構の場合→学術振興会よりさらに大幅な遅れ



研究総括 １名

アドバイザー

６－１０名

総括・アドバイザーの構成例

選考

研究代表
１０グループ
～
３０名

研究総括やアドバイザーの利害関係者が多数、採択されている.

「審査員の多様性」、「利害関係者の排除」の概念が完全に欠落．



クローズドサークルの形成が容易
↓

相互に利益誘導が可能な制度.

研究総括 １名

アドバイザー

６－１０名

研究代表
１０グループ
～
３０名

研究総括 １名

アドバイザー

６－１０名

研究代表
１０グループ
～
３０名

研究総括 １名

アドバイザー

６－１０名

研究代表
１０グループ
～
３０名

研究総括、アドバイザー、研究代表間の兼任例が多数．
（年度の異なる事例を加えると、さらに多い）



科学技術振興機構

・利害関係者の排除

・審査員の多様性の確保

・審査員数の増大

すべてゼロからのスタート


